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研究成果の概要（和文）：環境課題が顕著でないコミュニティにおいて実施・企図されている環境教育の運用・
内容決定・実践の在り方などの調査と分析を通じて、コミュニティにおいて環境教育を推進・促進するような、
コミュニティ支援型の「環境教育」のあり方を整理し検討した。住民の意識や意向に基づく環境教育の設計が効
果的かつ効率的な環境教育を運営するための重要であること、自治体の内部にも環境課題の濃淡な場所があって
自治体は環境課題に対し単一の視点を持ち得ないことなどを明らかできた。

研究成果の概要（英文）：In this research, actual ways of the environmental education has been 
arranged and analyzed in order to support each community, which is going to promote and examine 
environmental education activities in line with existing individual environmental issues. As a 
result of three year’s researched, it was clarified that laypeople’s consciousness and 
expectations should be important points when positive environmental education will be developed. 
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１．研究開始当初の背景 
 
今日日本国には、環境教育の促進を目指し
たり持続可能な開発のための教育(ESD)を展
開したりするために、各種の法的な基盤が設
けられ、さまざまな計画が存在している状況
である。しかし現実の環境教育・持続可能な
開発のための教育には、さまざまな問題があ
ることが指摘されている。例えば環境教育の
推進計画と日々の教育実践とが乖離してい
る可能性が高く、また環境課題が庸俗でない
コミュニティにおける環境教育のニーズに
応答できない状況にある。振り返って、環境
教育の推進・促進にとって重要なことは、各
コミュニティで環境ニーズが異なり、実施さ
れる環境教育も異なることを前提にして、
「環境の保全に寄与する態度の育成」の実質
的な担保を確保することや、教育計画等に、
環境教育の推進・促進をインプットすること
などが必要である。そのため、コミュニティ
支援型環境教育についての制度・教育内容・
教育方法の検討が必要となる。それは、自然
科学・社会科学の成果を補完する人文科学的
アプローチを採用・導入し、これまで注目さ
れてこなかった自治体での環境教育実践に
注目し、国全体が対象でなく、自治体・コミ
ュニティの環境教育を具体的に支援するこ
とを目標にして、持続可能な開発のさまざま
なテーマを横断した事例と実践を検討する
ことである。そこで、環境課題が庸俗な地
域・コミュニティではどのような環境教育が
実施されるべきか、コミュニティ支援型環境
教育の制度・教育内容教育方法はどのような
ものか、実際にアジア地域のコミュニティを
支援する環境教育はどう設計できるか、など
といった視点を背景にすれば、日本・アジア
の自治体で環境課題が庸俗なコミュニティ
における環境教育の研究が重要な課題とし
て抽出される。 
 
２．研究の目的 
 
環境上における課題や持続可能な開発を
達成するためのニーズは、地域やコミュニテ
ィで異なるものであり、これまでなされた多
くの環境教育実践もそれぞれの地域の環境
課題に対応したものであろうとしてきた。し
かし特段注目すべき環境課題が存在しない
自治体も多く存在し、そのような自治体であ
っても当然環境教育は必須となる。そこで本
研究「環境課題が庸俗なアジアの自治体にお
けるコミュニティ支援型環境教育の研究」で
は、日本を含めたアジアの中で環境課題が顕
著でないコミュニティにおいて実施・企図さ
れている環境教育の運用・内容決定・実践の
在り方・環境教育指導者の力量、などを調査
分析することを通じて、これまでよりも広範
なコミュニティにおいて環境教育を推進・促
進するような、コミュニティ支援型の「環境
教育」のあり方を整理しその検討を行うこと

を目的とする。 
 
３．研究の方法 
 
平成 26 年度は、国内外の環境課題が庸俗
なコミュニティにおいて取り組まれている
環境教育の制度・内容・方法・取り組み事例
の有無など、実態や環境教育のコンセプトの
広がりを把握するための調査を行う。日本と
アジアの複数のコミュニティを対象に、環境
教育にかかる制度面の調査と実施に関する
資料収集を主として行う。 
平成 27 年度は、初年度に収集した情報の
分析を行い、２つの自治体で、１か月～３か
月程度の滞在・参与観察型の調査を実施し、
初年度の調査をより深化させたアクション
リサーチを実施する。 
平成 28 年度は、補完的な訪問調査をいく
つか実施しつつ、それまでの調査結果と滞在
調査によって得られた質的データの分析を
すすめ、コミュニティ支援型の「環境教育」
のあり方について検討を行い、論文などの発
表媒体を作成する。また各種の学会や国際会
議等の機会の中で、研究成果を発信していく
ための準備を行う。 
 
４．研究成果 
 
 研究の一年目は、日本国内では３つのコミ
ュニティ、具体的には長崎県対馬市、新潟県
佐渡市、沖縄県与那国町、海外については、
カンボジア国シェムリアップ市郊外の調査
を行った。それぞれの調査対象地域は環境の
課題よりも開発課題が優先しているか、もし
くは環境の課題も存在するが地域内に局所
的には当該環境課題が該当しない地区が存
在するようなところである。そのようなコミ
ュニティでの環境教育のニーズ調査を実施
し、コミュニティレベルでの環境教育の取り
組みの有無およびその実態、内容、手法等の
把握を行った。アプローチとして対象とした
すべての自治体を実際に訪問し、環境教育や
環境課題等に関与する関係者への聞き取り
調査を行った。そして設定した聴き取り調査
のフレームに基づいて聴き取り調査を行っ
た。また二つの自治体においては、住民に対
するアンケート調査を行った。アンケート調
査の内容としては、特定の野生生物の種を取
り上げてその「野生復帰事業」とそれをめぐ
る住民意識の実態や、環境教育への期待と限
界などを把握するためであり、その結果、こ
の調査を通じて住民意識の多面的な情報を
得ることができた。 
 二年目は、一年目に国内外で調査・収集し
たデータの分析を行うとともに、さらに複数
のコミュニティを対象として、環境教育の実
施に必要となる制度設計を考慮するための、
環境に関する基礎的情報および住民がそれ
についてどのように考えているかのデータ
収集作業を中心として行った。日本国内から、



環境課題が庸俗なコミュニティとして、千葉
県野田市および福井県越前市を取り上げて、
そこで地域住民に環境教育がどのように受
容されているか、環境教育について住民がど
のような意識を持っているかについて各２
回、合計４回の質問紙調査を行い、住民意識
に関する多面的なデータの収集を行った。ま
た環境教育の実践の場となる学校教育で環
境教育がどう理解されているかのケースに
ついて、新潟県佐渡市の全小中学校を対象に
調査した結果についての分析を行った。また
長崎県対馬市、新潟県佐渡市、千葉県野田市、
福井県越前市で、環境教育の関係者からの聞
き取りや、実践現場への訪問調査を実施した。
これらの自治体は、いずれも野生復帰事業が
おこなわれているが、自治体内部には当該野
生復帰事業からの物理的な距離があり庸俗
な課題を持つ地区を持つものでもある。自治
体内部での庸俗性を検討するために選択し
たものであり、その結果、自治体内部にも環
境課題への濃淡がどうしても存在すること
の示唆を得ることができた。その他、海外に
ついてはカンボジア国シェムリアップ市に
設置されている小学校において、当該地区に
特有の環境教育の課題を析出できるかどう
かについて滞在型の調査を行った。その結果、
日本国内とは位相の異なる廃棄物に関する
環境教育課題が存在するということが明ら
かになった。 
研究の最終年となる三年目においては、こ
れまでの調査結果を分析するとともに、追跡
的な調査および補完的な調査として、イカリ
モンハンミョウの生息地である石川県羽咋
市、ツシマヤマネコの生息地である長崎県対
馬市、コウノトリの野生復帰地である兵庫県
豊岡市、ヨナグニサンの生息地である沖縄県
与那国町などの自治体調査を展開した。これ
らの調査結果に、１年目および２年目の調査
結果を加えて、成果発表を行った。具体的に
は、環境教育が実際に実践される自治体レベ
ルに注目し、その自治体の環境課題の性質に
よってどのように環境教育を構想すべきか
の方向性を見出すことを目的とした考察を
行った。 
３年間の研究活動の中で、野生復帰という
課題がある自治体において、それが事業とし
て実施される地域の住民の協力には環境教
育や意識啓発が重要であり、その内容がどう
あるべきかについて質問紙調査などといっ
た手法を用いて分析を行ったことにより、住
民の意識の実態調査および住民の意向に基
づく考察は効果的かつ効率的な環境教育を
企図するために重要である、ということが示
された。環境課題の庸俗性についての検討に
関しては、自治体の中での庸俗性と非庸俗性
があることが明らかになり、自治体が環境課
題に対して単純な視点を持っていないこと、
そして自治体をひとつの単位として分析す
ることの難しさを把握することができた。 
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